
1．はじめに

アジア経済研究所（以下，「アジ研」という）は，1960
年に設立された，開発途上国・地域に関する社会科学系の

研究機関である。研究の対象地域はアジア，中東，アフリ

カ，ラテンアメリカ，オセアニアなどである。アジ研の主

要な事業は研究事業であるが，そこから生み出される研究

成果を広く普及する手段としての出版は，セミナー・講演

会の開催と並ぶ重要な事業である。

アジ研の出版物は大きく単行書と定期刊行物（以下，便

宜的に「雑誌」という）に分かれる。単行書としては，学

術書である「研究双書」と一般向けの解説書である「アジ

研選書」の大きく 2 つのシリーズがある。雑誌は，英文

の学術ジャーナル『The Developing Economies』（以下

『DE』という）と和文の学術ジャーナル『アジア経済』の

ほか，地域に特化した情報分析誌『アフリカレポート』『中

東レビュー』『ラテンアメリカ・レポート』を発行している。

また，1970 年から刊行を続けている『アジア動向年報』

は全アジア諸国を国別に分析した年刊の出版物である。

アジ研は出版部門が組織内にあり，単行書の編集を自前

でおこなっているほか，各雑誌にはそれぞれ独立した編集

委員会を所内に設け，そこが企画と編集にあたっている。

雑誌については，2019 年 8 月現在，『DE』『アジア経済』

『アジア動向年報』の 3 誌を除き冊子体は廃止され，電子

媒体での出版のみをおこなっている。そして，海外の商業

出版社と提携する『DE』を除き，2018 年度から全ての雑

誌が，科学技術振興機構が提供する電子ジャーナルプラッ

トフォーム J-STAGE を利用して電子出版をおこなってい

る。

本稿では，アジ研が発行する出版物のうち，とくに雑誌
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に焦点を当て，電子出版の取り組みとその背景について報

告する。社会科学系研究機関のひとつの事例として参考に

なれば幸いである。

2． 電子出版の背景：研究開発成果の最大化とオー

プンサイエンス

アジ研が電子出版に積極的に取り組む大きなきっかけと

なったのは，2016 年度に，時代の趨勢に即した研究成果

発信のあり方についての議論・検討を全所的におこなった

ことである。その背景には，2015 年の独立行政法人制度

の改正と 2016 年に閣議決定された「第 5 期科学技術基本

計画」がある。

2015 年の独立行政法人通則法の改正により，独立行政

法人制度はその業務の特性によって中期目標管理法人，国

立研究開発法人，行政執行法人の 3 つに分類されること

になった。アジ研の親組織である独立行政法人日本貿易振

興機構（以下，「ジェトロ」という）は中期目標管理法人

である。しかし，「独立行政法人の目標の策定に関する指

針」（平成 26 年 9 月 2 日総務大臣決定）1) に基づき，アジ

研には国立研究開発法人型の目標設定が準用されることに
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図 1　アジア経済研究所の出版物（冊子体）
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なり，アジ研は「研究開発成果の最大化」に組織として取

り組むことになった。

また 2016 年 1 月には，「第 5 期科学技術基本計画」が

閣議決定され，その中ではオープンサイエンスの推進が掲

げられた。基本計画には「公的資金による研究成果につい

ては，その利活用を可能な限り拡大することを，我が国の

オープンサイエンス推進の基本姿勢とする」と明記された。

こうした政府方針を受けて，アジ研は 2016 年度に今後

の研究成果発信のあり方を多角的に議論し，基本方針を定

めた。その方針は次に述べる通りである。アジ研の理念は

「日本における開発途上国研究の拠点として，世界への知

的貢献をなすこと」である。この理念に向かって，アジ研

は「開発途上国に密着した知識を収集・蓄積し，開発途上

国の実態と課題を明らかにし，開発途上国に対する深い理

解を広く国内外に提供する」としている 2)。そこでアジ研

では，研究開発成果の最大化を，これらの目指すところに

向かってより質の高い研究成果を創出し，質・量の両面か

らその発信を拡大し，成果の利活用を促すことと定義した。

それでは，どうしたら研究成果の発信を拡大し，もっと利

用してもらえるようになるのか。そこで，成果普及の重点

を従来の受益者負担を求める有料出版物（単行書や雑誌と

いった紙媒体）の販売から電子媒体での無料公開に移し，

外部出版社を通じて出版する研究成果以外は，原則すべて

の研究成果をオープンアクセスで社会に提供することを決

定したのである。

3．機関リポジトリによる研究成果の一元管理

こうした研究成果発信の基本方針を踏まえ，アジ研がま

ず着手したのは，組織として，研究成果を電子媒体で一元

的に保存，蓄積し，公開するための体制と仕組みの整備で

ある。アジ研は図書館を併設しており，冊子体で発行され

た研究成果は図書館に納本することを定めていたが，電子

的なアーカイブの体制は明確には決まっていなかった。

ただし，研究成果を電子媒体で一般公開するサービス

を，これまでアジ研が提供していなかったわけではない。

2000 年代半ば，国内の様々な図書館がデジタルアーカイ

ブや機関リポジトリの構築と公開に取り組み始めていた。

アジ研図書館も例外ではなく，同じ頃，電子化した出版物

のデジタルアーカイブや，冊子体の『アジア動向年報』を

もとにした「アジア動向データベース」，さらに機関リポ

ジトリも運用し始めた。3 つのデータベースの収録対象は

アジ研の研究成果ではあったが，構築時のそれぞれのコン

セプトが異なっていたため，いずれのデータベースもアジ

研の研究成果の一部のみを収録し，包括的に収録する形に

なっていなかった。例えば，当時の機関リポジトリに登録

されていたのは，研究員が所内で作成したディスカッショ

ンペーパーや外部ジャーナルに投稿した論文のプレプリン

トなどのみであった。そして運用から 10 年ほど経った

2010 年代半ばには，次に解決すべき課題が見えてきてい

た。それは，研究成果が一カ所に集約されておらず，アジ

研の研究成果を探すのに 3 つのデータベースを行ったり

来たりせねばならないという問題であった。

実はこの課題を解決するため，アジ研図書館は研究成果

発信の基本方針の策定とは別に，その 2 年ほど前から，

これらの複数のサービスを統合する方向で検討を始めてい

た。2015 年度に他部署からのメンバーも入れてタスク

フォースを設置し，どういう統合の仕方がよいかを議論し

た。結果として，従来自前でシステムを構築していた 3 つ

のサービスを統合して機関リポジトリに一本化し，システ

ムは国立情報学研究所の JAIRO Cloud を利用するとの方

向性を決めた。研究成果発信の基本方針が固まった 2016
年度の半ばは，ちょうど JAIRO Cloud へのデータ移行を

進めている最中で，研究成果を保存し集約する仕組みとし

て機関リポジトリが利用できる見込みがすでに立ってい

た。

そこで，アジ研全体として，オープンアクセスに関する

組織規程を策定し，機関リポジトリの運用方針を定め，ア

ジ研の研究成果を集約し，長期的な保存と提供を担保する

仕組みとして，機関リポジトリを明示的に位置づけなおし

たのである。ただし，機関リポジトリは，インターネット

への公開機能を有するとはいえ，電子アーカイブの仕組み

であり，雑誌という形態で刊行される研究成果をより広く

読んでもらう上で必要十分なツールであるとは言えない面

もあった（この点については後述する）。そのため，雑誌

の認知度を上げ，より広く読み手に届けるという観点か

ら，出版部門と編集委員会は，機関リポジトリ以外の電子

出版のあり方も検討することになった。

4． 知名度・認知度アップを目指した海外商業出

版社との提携

ところで，上述した基本方針のもとでの電子出版の検討

は，英文ジャーナルの『DE』については対象外であった。

それというのも，『DE』は 2006 年に内部出版から海外商

業出版社による出版にすでに切り替えており，これを機に

冊子体のほか電子ジャーナルでの刊行も始めたからであ

る。『DE』の創刊は 1962 年で，1960 年創刊の和文ジャー

ナル『アジア経済』（創刊時は月刊，2012 年度から季刊）

とともに，アジ研の二大基幹ジャーナルとして発行されて

きた。『DE』を海外商業出版社から出版することにしたの

は，国際的なマーケティング能力を持つ出版社から発行す

ることで，ジャーナルとしての知名度・認知度の向上や発

行部数の増加が見込まれたからである。さらに，冊子体と

電子ジャーナルがパッケージとして販売されるため，閲覧

する読者と，ひいては掲載論文の引用の数も大きく伸びる

ことが期待できた。また，広告や著作権処理なども出版社

がおこなうため，ジャーナル発行にかかる実務上の様々な

手続きが軽減されるメリットもあった。

複数ある海外出版社のなかでアジ研が契約したのはブ

ラックウェル社である注 1)。契約相手の選定では主に以下

の 4 つの点を考慮した。すなわち，① 1000 誌程度を扱う

世界的な出版社であり，グローバルスタンダードな電子

ジャーナルを出版できること，②『DE』と同様の経済学・

情報の科学と技術　69 巻 11 号（2019）― 505 ―



社会科学系のジャーナルを多く出版していること，③日本

支社の状況（出版に関する担当者の有無），④印刷所の場

所，である。4 社を比較した結果，最終的にブラックウェ

ル社を選択した理由は次の通りである（特に評価した検討

ポイントを括弧内に付す）。英文雑誌として最も重要な点

であるが，ブラックウェル社の電子ジャーナルプラット

フォームは世界のジャーナル出版をリードするエルゼビア

社やシュプリンガー社に引けを取らない最先端を行くもの

であり，経済学系のトップジャーナルを多く含む社会科学

に強い出版社であった（①②）。ブラックウェル社は日本

支社に出版担当者がおり細かい調整がしやすかった（③）。

またエディターの所在地がオーストラリアであったため，

編集作業で連絡を取り合う際に時差の影響をほとんど受け

ないという点で大きなメリットがあった。アジ研は当時約

600 の機関に『DE』を発送していたが（海外の研究機関

との資料交換や法人賛助会員への配布のため），ブラック

ウェル社はプリント版を日本国内の印刷所を利用して製作

する予定であったため（④），この 600 部を含む 950 部の

納品・発送については従来どおりのやり方を変更する必要

がなかった。

結果として，ブラックウェル社との提携による『DE』

の出版は適切な選択だったと思われる。タイトルごとの個

別契約のほかにパッケージ契約による電子ジャーナルの利

用が増え，約 10 年で論文のダウンロード数は 5 倍に増え

た。『DE』掲載論文へのアクセス範囲もほぼ全世界に広が

り，全引用回数を過去 2 年間に掲載した論文数で割った

被引用回数の平均は 2006 年の 0.23 から 2018 年には 0.36
まで上がった注 2)。これらは日本で出版していたのでは到

底かなわなかったことであろう。

5． 低コスト高アクセスを目的とした J-STAGE
による電子出版

さて，『DE』以外の雑誌に関する電子出版の取り組みに

ついて触れたい。『アジア経済』『アジア動向年報』『アフ

リカレポート』『中東レビュー』『ラテンアメリカ・レポー

ト』の 5 誌については，J-STAGE を出版プラットフォー

ムとして現在発行していることは，最初に述べた通りであ

る。ここでは各誌の編集委員会が J-STAGE を選択した理

由について，共通するポイントに絞ってお話ししたい。

まず 1 つ目は，いずれの雑誌も和文であるため，英文

の『DE』と違い，読者がほぼ日本国内に限定され，また

出版にかける予算もそれほど大きくないことである。この

ため，海外商業出版社との提携という選択肢は現実的では

なかった。

2 つ目は，機関リポジトリは組織の研究成果が集約され

るアーカイブであるため，個々の雑誌が様々な形態の研究

成果出版物のなかに埋もれて目立たなくなることである

（図 2 を参照）。それぞれの雑誌の特徴や個性を表現でき，

雑誌としての認知度を上げるには別の方法が必要であっ

た。

3 つ目は，いくつかの雑誌が，2016 年より前の時点で

本文をすでに PDF 版と HTML 版の両方で提供していた

ことである。例えば，『アフリカレポート』『中東レビュー』

は，予算上の制約から 2010 年に冊子体を休刊し，各々

2013 年，2014 年からウェブマガジンとしてアジ研のウェ

ブサイトで刊行を再開していた注 3)。読者はウェブサイト

図 2　機関リポジトリの画面（例：アジア動向年報）
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上で HTML 版の本文を読むことができ，必要に応じて

PDF 版をダウンロードすることができた（PDF 版の登録

先は機関リポジトリである）。

PDF・HTML の 2 つの形式で本文の閲覧を提供してい

たのは『アジア動向年報』も同様である。先に触れた『ア

ジア動向年報』のデータベース版である「アジア動向デー

タベース」は本文情報を XML 形式で持っており，利用者

は XML から変換された HTML のファイルをブラウザで

読む仕組みであった。さらに同データベースからは，冊子

体と同じ内容の章別・項目別のPDFファイルもダウンロー

ドすることができた。しかし，『アジア動向年報』は 2016
年の時点で独立したデータベースとしての提供を廃止する

ことが決定していた。機関リポジトリには HTML 版をダ

ウンロード可能なファイルとして提供する機能はあるが，

ブラウザで表示可能なウェブページとして提供する機能は

なかった。このため，掲載の記事や章を PDF 版でしか読

めないとなれば，サービスの低下につながる可能性があっ

た。

さらに，各誌の編集委員会は読者の今後の閲覧環境も考

慮し，HTML 版の提供ができる出版プラットフォームを

検討した。最近はインターネット上の様々なコンテンツの

マルチデバイス対応が進んでいる。海外の大手商業出版社

では電子ジャーナルの PDF 版の利用が 65％にのぼり，

HTML 版の利用は 35％にとどまるとの報告がある 3)。

J-STAGE に掲載されている国内ジャーナルも PDF 版の

みを提供するものが多いように思われる。しかし，今後は

パソコンだけでなくタブレットやスマートフォンで本文を

閲覧する読者が，増えこそすれ減ることはないと思われた。

これらの点から考えると，J-STAGE は電子出版のプ

ラットフォームとして最適で唯一の選択肢であった。

J-STAGE はもともと電子ジャーナル発行のためのプラッ

トフォームとして提供されており，雑誌ごとにデザインを

変えたり，発行を管理したりすることができる。利用にあ

たっては審査があるが，審査が通ればほとんどの機能を無

料で利用できる。国内の多くの学協会・研究機関が利用し

ており，2000 誌超（2016 年 12 月現在）が J-STAGE で

公開されていた。掲載論文の本文情報も HTML 版と PDF
版の両方での提供が可能である。

また 2015 年に J-STAGE の掲載方針が変更され，従来

から掲載対象だった査読付きジャーナルに加え，査読のな

いジャーナルや，会議論文・要旨集，研究報告書・技術報

告書などもコンテンツを掲載することができるようになっ

た 4)。アジ研では，査読付き学術ジャーナルである『アジ

ア経済』以外の，例えば形態としては単行書に近い『アジ

ア動向年報』も J-STAGE への掲載が可能になった。

さらに J-STAGE が外部サービスと幅広くデータ連携し

ていることや，永続的なアクセスを保証するデジタルオブ

ジェクト識別子（Digital Object Identifier：DOI）を付与

することができることも利点であった。国内の学術情報検

索サービスである CiNii Articles のほか，Google Search
や Google Scholar などの検索エンジン，エルゼビア社が

提供する引用文献データベース Scopus などとも連携し，

連携先での検索結果から J-STAGE で公開する論文にリン

クされるので，インターネット上で見つけてもらえる可能

性が高くなる。DOI を利用することで将来のサーバ移転

などに伴うリンク切れが発生しないメリットもあった注 4)。

これらの理由から，アジ研の和文雑誌の編集委員会はい

ずれも今後の発行を J-STAGE で行うことを決定した。本

文も HTML 版と PDF 版の両方を提供するため，XML 形

式でのコンテンツ登録を行うことにした注 5)。こうして，

図 3　J-STAGE の画面（例：アジア動向年報）
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2018 年度からアジ研の 5 つの雑誌は，掲載論文に DOI を
付与するとともに，J-STAGE での電子出版を開始したの

である。

6．電子出版に関する今後の課題

J-STAGE で電子出版を行うための組織内の業務体制な

どは概ね整ったが，対外的な広報や読者の利便性といった

観点からは今後取り組むべき課題がある。

1 つ目には各雑誌へのアクセス数を増やすことである。

J-STAGE による電子出版を開始してまだ 1 年が経たない

こともあり（2019 年 8 月現在），アジ研発行 5 誌の PDF
版と HTML 版に対する合計ダウンロード件数を比較する

と，J-STAGE 側は機関リポジトリの 100 分の 1 である。

これは J-STAGE に掲載するコンテンツ数が少なすぎるた

めと思われる。5 誌のいずれもが J-STAGE への掲載対象

を新規発行の号からとしたため，J-STAGE で読むことが

できるのはまだ最新の 1，2 号のみである。他方で，機関

リポジトリには各誌の創刊号を含むほぼ全てのバックナン

バーと最新号が登録されている。アジ研は機関リポジトリ

を電子出版プラットフォームとしてではなく，組織の成果

を一元的に保存するアーカイブとして位置づけているた

め，J-STAGE に掲載した論文も著作権上の問題がない限

りすべてリポジトリに登録している注 6)。しかし，電子

ジャーナルとしては J-STAGE 内で発行した全ての号が見

られる方が読者にとって便利であるのは間違いない。

J-STAGE へのバックナンバーの遡及登録にあたっては各

誌とも予算の制約があり，すぐに実施することは難しい

が，今後取り組むべき中長期的な課題である。

J-STAGE 側の掲載コンテンツを増やすメリットは他に

もある。機関リポジトリに登録する論文は，その論文の種

類を表す資源タイプ（NIItype）によって，他サービスで

の検索でヒットするかどうかが異なる。資源タイプが

Journal Article，Departmental Bulletin Paper，Article
のいずれかであるデータは，CiNii Articles に収録される

が，資源タイプが Book などの場合は収録されない 5)。ア

ジ研の機関リポジトリでは，『アジア動向年報』の各論文

（章）の資源タイプに Book を割り当てているため CiNii 
Articles の検索ではヒットしないのである。他方，

J-STAGE に掲載した論文については全て CiNii Articles
で検索できるようになる。アジ研の雑誌に収録された論文

を，読者により包括的に検索してもらうためには，

J-STAGE 側へのバックナンバー登録が効果的である注 7)。

2 つ目は認知度を高めるための広報の必要性である。1
点目とも関連するが，J-STAGE への掲載コンテンツが現

時点では少ないことから，検索エンジン経由で各誌の論文

にアクセスする読者の数が少ない。したがって，ぞれぞれ

の雑誌が出版プラットフォームを J-STAGE に移行したこ

とをより広くアピールして認知度を上げつつ，J-STAGE
に掲載したコンテンツを直接かつ定期的に見に来てくれる

読者を増やすことが重要である。そのためには，アジ研の

ウェブサイトでの新刊号案内のほかに，Twitter などの

SNS を用いた発信にも力を入れていく必要があろう。

7．おわりに

本稿では，アジ研の研究成果発信に関する基本方針と，

これを踏まえた主に雑誌の電子出版の取り組みについて述

べてきた。研究成果を主として電子媒体で，かつオープン

アクセスで公開する基本方針は，アジ研が刊行する雑誌だ

けでなく単行書にも当然ながら適用される。アジ研では

2020 年度以降に出版する単行書は有料の冊子体を廃止

し，無料の電子書籍としての刊行を予定している。その場

合のファイル形式は EPUB と PDF の両方を検討中であ

る。これまでも冊子体の単行書は章別にPDF版を作成し，

機関リポジトリで提供してきた。ただし，有料出版物とし

て販売していたため，5 年間のエンバーゴを設けていた。

2020 年度から刊行される単行書は無料公開となるためエ

ンバーゴもなくなる。読者にとっては利用のためのハード

ルが下がる一方，雑誌と同様に，やはり機関リポジトリに

登録しただけでは，インターネット上での見つけやすさ

（ファインダビリティ）は向上しない。冊子体がなくなれ

ば書店というショーケースを利用することもできなくな

る。雑誌であれ単行書であれ，電子出版はこうした物理的

な形を有する冊子体から得られるメリットをどうやって代

替するかということも考慮しながら進めていかねばならな

い。まさにこの点にこそ，電子出版に関する戦略の必要性

があるように思われる。
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